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本研究のアプローチ
生態系サービス

基盤情報
・生産性
・生態系サービス
・生物多様性
・管理労働力
・管理コスト
・所有形態
・etc情報・知識の集約化

農地 森林
管理労働力・コスト

圃場情報 林地情報
マーケット情報

見える化
地目を超えたICTインターフェース構築（取引コスト低減）

合意形成支援
・マップ活用
（中間支援組織体の必要性）

労働コスト・管理
エリアのダウンサ
イジング

恩恵・負の外部性
（獣害・災害）
の見える化

地縁組織の有無等

ゾーニング
・シナリオ

経営／保全の最適化
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アウトプット：マップ・計画・プロセス
各セクターのホチキス止め計画から横ぐしへ

EBPMの素材提供
モデルケース構築 (広域実装は将来課題)

保全・農地が陥りがち
感情・勘ではない
科学に基づいた
判断（EBPM）

① 農林業
担い手

③NPO・ボランティア②マルチワーク型
「小さな利益」

経営 vs  保全
両立エリア
方針確定

経営
保全

担い手

(自然に帰っていく土地)

①

②
③

例：半農半X・半林半X



アウトプットの政策プロセスでの活用
所有・管理から 利用へ
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農地
(ミクロ)

森林
(ミクロ)

国土・環境
(マクロ)

国土・環境
(マクロ)

生産振興

都市と農の分断
耕作放棄地

拡大造林

経営マインド枯渇
管理放棄林

国土計画
環境基本計画

地域循環共生圏
市町村

マスタープラン
生物多様性地域戦略

市町村管理構想
土地基本法改正

（所有者の責務）
エリアマネジメント制度

人・農地プラン
農地中間管理機構（農地バンク）

特定生産緑地制度（令和４年問題）
田園環境整備マスタープラン

地理的表示保護（地域の共有財産化）

森林経営管理制度
森林環境譲与税

最新の
政策的対応：

「横ぐし」を通す 情報集約が課題
本研究 アウトプットは 経営 vs 保全の際 EBPM型の判断に活用



プロジェクトの結果詳細

政策班



フューチャー・デザイン
ワークショップ

2021年 4・10月



2050年の未来像についての調査

②多世代アンケート

①フューチャー・デザインワークショップ

未来現在
現在から行っておくべきこと

直近の利害から離
れて、望む未来像
を話し合う

未来像について他
者の視点を取り入
れて、改めて選択
意思決定に活用



フューチャー・デザインワークショップ
2021年4月・10月
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新型コロナウィルス感染拡大に対応してハイブリッドで開催



多世代アンケート
2021年12月・2022年5月



多世代アンケート
2021年12月・2022年5月

松阪市飯高地域 4地区と連携して計5回開催
総回答数：101名



多世代アンケートの実施手順

1. ランダムに3〜5人でテーブルに座る
2. 調査について説明

3. 冊子の内容確認、読上げ動画の視聴

①個人
②テーブルごとに話合い、選択
③個人

冊子の特徴
・物語形式
・選択肢の背景を説明
・土地利用の選択肢を説明

4. 土地利用について選択



農地の未来像について

論点1 利用する農地
の使い方

論点2 利用しない農地
の使い方

多世代アンケート 質問内容
農地、林地、境界域のあり方の選択



論点1∼4における選択のプロセスや、結果について分析

林地の未来像について

論点3 利用する林地
の使い方

境界域の未来像について

論点4 利用する境界線
の使い方

多世代アンケート 質問内容



43.6%

54.5%

52.5%

55.4%

45.5%

46.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

個人1回目

グループ

個人2回目

①現状の林業のやり方を継続する ②スマート林業を積極的に導入していく 無回答

増加

43.0%

40.6%

43.6%

25.0%

35.6%

31.7%

16.0%

15.8%

12.9%

15.0%

7.9%

10.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

個人1回目

グループ

個人2回目

(1)自然に還す (2)スマート農業の導入
(3)地域合意に基づく再生エネルギー (4)スマート農業と再生エネルギーの組み合わせ
無回答

増加

39.6%

29.7%

34.7%

58.4%

70.3%

64.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

個人1回目

グループ

個人2回目

①自律参加型による境界域の管理・獣害の削減 ②専門家や情報技術を用いた境界域の管理・獣害の防御 無回答

農地についての選択

林地についての選択

境界域についての選択

増加

すべての土地利用で、
グループディスカッションで多く選択された結果が、

個人2回目の選択に影響する
↓

ディスカッションから他人の意見を踏まえ
各論点を精査したことで意見に変化が生じた



話合いを通じた選択の変化の分析
2番目の選択での相関行列

(話合い後)
1回目の選択での相関行列

(話合い前)

論点4論点3論点2論点1 論点4論点3論点2論点1 

--------論点1

---0.04---0.12論点2

--0.05*0.21--0.13**0.36論点3

-0.070.180.07-**0.36*0.22*0.21論点4

話合い後
有意な関係が減少

スマート
農業

スマート
林業

専門知識
の活用

従来の
方法継続 自立参加型

スマート化や専門知識の活用を重視は
農業、林業などを問わず同じ傾向を示した

*: p<0.05, **: p<0.01.



農林業班発表

2022年6月16日
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農地・森林 管理状況分析チーム
九州大学 高取
名古屋大学 山本
⻑崎大学 森山
愛知工業大学 川口
九州大学 謝

生態系・獣害分析チーム
神⼾大学 内山
三重県総合博物館 北村
株士会社バイオーム 藤木



プロジェクトの結果詳細

農林班 農地・森林 管理状況分析チーム



地域の合意形成に向けて 科学的エビデンスをどのように示せるか

18

本
研
究

耕作放棄地の増加 放棄林の増加

植生や水環境の変化に伴う
生物生息地の変化

水害リスクの増大
（内外水氾濫・土砂災害）

人口減少
少子高齢化

災害・獣害

負のループ※写真出典：国土交通省・環境省

管理作業量 ＝
「対象とする緑地は年間で
何時間の管理作業が必要か」

エビデンスとしての
管理指標の提案

農家の高齢化
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地域土地利用景観要素≈緑被作業項目

スケール

・管理作業量[h]：対象の維持管理に投下される年間総作業時間
・管理作業密度[h/a]：単位面積当りの年間総作業時間
・個人年間作業量[h/person]：管理者個人の年間総作業時間

「管理作業量」・「管理作業密度」

草刈・樹木剪定等

全項目の作業時間を
管理者一人に換算

樹木

草地

建物（非対象）

など
管理あ
り

管理なし

市街地

人工林

など

二次林
人工林

水田
市街地



全体計画・スケジュール
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研究開発の実施項目 2020 年度 
（6 ヵ月） 

2021 年度 
（12 ヵ月） 

2022 年度 
（12 ヵ月） 

2023 年度 
（12 ヵ月） 

⾏政と農林業関係者によるステ
ークホルダーミーティング 

    

政策プロセスにおける科学的情
報の活用実態、ニーズ、課題特定 

 

   

農林業における地域の将来資源
量評価と⽣物多様性情報整理 

    

農地及び森林の広域的な労働⼒、
コストの分析  

 

  

ICT の活用可能性予測のための社
会実験  

 

  

マッピング合意形成システムの
構築とプロトタイプの活用実践   

  

政策プロセス、経営判断の現場に
おけるシステム活用可能性の検証     

システム普及のためのマニュア
ル作成     

 

政策
農林政策

政策

政策

政策

政策

農林
農林

農林

農林

担当グループ

ゾーニング
・シナリオ実践
人材育成

基盤情報
整備

ステークホルダーとの連携

マップ作成



整備済みデータ (農林業グループ)
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林業農業

林業経営統計調査農業経営統計調査統計資料
基礎自治体の有する森林簿・施
業履歴・森林計画図

筆ポリゴン（農林水産省）
水路・道路（国土地理院）
畦道（OSM)

空間
データ

LiDARデータ（三重県より提
供）（松阪市・R3）

ESA(欧州宇宙連合)運用の合成
開口レーダ搭載のSentinel-1, 光
学センサ搭載のSentinel-2から
のデータ

衛星画像／
LiDARデー
タ

典型的な経営体へのヒアリング
による実態調査
（飯南森林組合・叶林業）

典型的な土地改良区・集落への
ヒアリングによる実態調査
（飯高地区の4住⺠協議会・農家
へのヒアリング）

ヒアリング

移住者アンケート（松阪市・名古屋市・
福岡市300名）

農地への関わ
り・移住意識調
査

県単位・集落代表者アンケート
農業被害：三重県農業共済組合連合会
上流域・下流域の農林地の広域的影響評価

獣害・災害



広域的な管理作業量：7つの地域類型
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地域類型別に人口密度・地形・土地利用がグラデーションに変化
⇒地域戦略の重点が異なる

人口密度

地形



地域類型別管理作業量：オンラインアンケートの実施
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全国 1次産業従事者 558名
楽天インサイトによる実施
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地域類型別の管理作業密度の算出

6.08 3.19 

10.07 15.07 

32.94 

0.00

10.00

20.00

30.00

40.00

50.00

60.00

水稲 畑地（麦） 畑地（麦以外） 茶畑 果樹園

hr/a 平均値（作物別・土地利用別）

都市系型 都市系水田混合型 水田型 その他農地型

里山系水田型 里山系その他農地型 森林系型 全体

 水稲、畑地（麦）は景域複合体による作業密度の違いが少ないのに対して、畑地（麦
以外）、茶畑、果樹園は違いが大きい。

 畑地（麦以外）、茶畑では都市系型で作業密度が高く、里山系水田型、里山計その他
農地型、森林系型で低い。

 一方、果樹園では、その他農地型、水田型で作業密度が高く、その他農地型、都市系
水田混合型で低い値となっている。



法人・個人農家別の管理作業密度の算出

→ 法人の方が全般的に、管理作業密度は高い。
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農地から水路までの距離
（m）

農地から道路までの距離
（m）

農地の傾斜方向

農地に対して管理作業量に影響を与える要因は？
ー地理的特徴分析

農地の傾斜角度（°）

北

東

南

⻄



2.049
9.166

2.983

17.033
9.3

3.741

37.8

5.53

16.4414.499

3.883.83 6.227 3.85
8.73 6.4

0.933 2.115 1.013 3.664 5.52
0.968

0

10

20

30

40

標高差と水管理の作業密度

標高差平均値 水処理の作業密度

0
20
40
60
80

100
120

標高差と作業密度

標高差平均値 作業密度

水処理の作業密度標高差のSD作業密度標高差川標高最寄り川距離田標高

3.831.735.652.049281.8589.365283.9N村

6.2274.2910.899.166127.51654.426136.68I達

3.851.7767.362.983310.28324.719313.266I藤

8.730.16920.5517.033119.8149.306136.833K⻤

6.41.69912.159.3437.5539.023446.85M東

0.93355.023.741221.13152.757224.872N⾕

2.11511.3177.537.8226.83390.866264.633M田

1.0136.88101.935.53144.033117.129149.566T口

3.6642.354.4816.44169.842.926186.25N村

5.523.79515.6114.499169.13348.89183.63S橋

0.9682.3443.853.88427.96629.016431.85F本

最寄り川の標高差による影響との相関が高い



2021年耕作放棄地の抽出

• Sentinel-1（合成開口レーダ）・
Sentinel-2(光学センサ)を農林水産省
筆ポリゴンを活用

• 圃場の粗度の年変動のクラスタリング
• 経年変化分析より、1年以内に耕作放

棄されるようになった農地を抽出。
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推定耕作放棄地の検証

耕作放棄地 使用されている農地

現地にて整合性をとる必要はあるが、衛星画像、GISなどのデータから
耕作放棄地の判定、規模や周辺環境の差異を把握することが可能



プロジェクトの結果詳細

農林班 生態系・獣害分析チーム



プロジェクトの結果詳細

統合・実装・横展開



将来の枝分かれの⼟地利用シナリオ
2050年、飯高地区の予測総人口は1507人、農地総面積316ha、管理可能面積180.84ha

1. 飯高地区の将来居住エリアについて、三つの予想

波瀬宮前
104967人口

12.48 ha116.04 ha管理可能面積

波瀬宮前
01507人口
0180.84 ha管理可能面積

波瀬宮前
220762人口

26.4 ha91.44 ha管理可能面積

インフラ：・集会場 ・バス停 ・販売店
1人当たり管理可能面積＝現在の飯高全体の農地面積／飯高地区人口
将来人口×1人当たり管理可能面積＝管理可能面積

A.現状進行型 B.道の駅集中型 C.インフラエリア集中型



将来の枝分かれの⼟地利用シナリオ
持続的な土地管理について検討

優先的に
持続していきたい農地 持続する必要ない農地

c.ソーラー
転用する農地

ｂ.ソーラー
営農型農地

a.従来の使い方で積
極的に維持・回復

e.手の掛からない管理 f.必要のない農地

d.必要最小限
管理の農地

・薬草を植る
・ビオトープ型水田

・自然に返す
・植樹

生産性指標から農地の抽出 計算指標：
・土地傾斜（国土数値情報・ DEM）
・土地標高（国土数値情報・ DEM）
・水路までの距離（国土数値情報・ため池・水路）
・居住地までの距離（基盤地図情報・建築）
・インフラの整備（松阪市HP:農業用水路ラインデータ

パイプラインの整備有無）
自然分類5分類

① ②

「want」の視点

日射量計算と
天空率から[a],[b]を抽出

日射量計算と土砂災害警備
エリアから[c],[d]を抽出

「can」
の視点

「should」
の視点

獣害発生可能エリアから[e],[f]を抽
出

獣害発生可能 獣害危険ない

耕作条件が厳しい
耕作条件が良い

面積(ha)将来の土地利用形態

166.76① 優先的に持続農地

149.24② 持続必要ない農地

日射量多日射量少 日射量多・土砂災害警戒区域外 日射量少

宮前 波瀬



将来の枝分かれの⼟地利用シナリオ

飯高地区将来土地利用（農地）の予想 面積
(ha)

将来の
土地利用形態

94.68a. 従来持続・
維持回復農地

72.07b. ソーラー営農型
農地

73.3c.ソーラー転用
農地

19.84 e.手の掛からない
（獣害防止）農地

56.1f. 必要のない
（自然返す）農地

管
理
優
先
度

高

低



枝分かれの土地利用シナリオ案（3つ）における費用対効果

「費用」の基礎情報を付記する
(個々の住⺠の認識に左右されない情報)

横展開時、情報提示する側に無理なく、エビデンスを用いた「将来農地利用
検討」が可能

3つのシナリオにおける公共施設の維持費用

B.道の駅集中型

「費用」：自治体の公開情報から一定の算出可能
「効果」：利用者/供給者/地域社会/公共部門に及ぶものを把握する必要



Cインフラエリア集中型B道の駅集中型A現状進行型現状

91施設46施設107施設含まれる施設

234,413,000145,256,000261,884,000261,884,000費用（円）
（➊＋❷＋❸ー❹）

155,54996,388173,77876,619一人当たり費用
（円）

118,527,00071,312,000127,901,000127,901,000➊維持管理経費
94,986,00046,147,000101,231,000101,231,000❷人件費

34,060,00034,060,00046,584,00046,584,000
❸運営・事業等経
費

13,160,0006,263,00013,832,00013,832,000❹収入

B.宮前駅集中型

3つのシナリオにおける公共施設の維持費用



若手研究者の育成

内山 愉太
名古屋大→神⼾大 助教

三宅 良尚
東京大→農水省 政策研



後継プロジェクト
流域レジリエンスに向けた統合型グリーンインフラマネジメントDXの構築（基盤研究(B)）

研究代表者 高取 千佳 准教授
研究期間 (年度) 2023-04-01 – 2026-03-31

日常生活全般における生態系サービス受給の格差と効果：都市地域環境と健康の改善
手法（基盤研究(B)）

研究代表者 内⼭ 愉太 助教
研究期間 (年度) 2023-04-01 – 2027-03-31

気候変動・縮小期における観光と保全の両立：境界オブジェクトとしての土地利用
マップ（基盤研究(B)）

研究代表者 香坂 玲 教授
研究期間 (年度) 2023-04-01 – 2026-03-31

他地域への応用・
横展開

美食地政学に基づくグリーンジョブマーケットの醸成共創拠点 共創の場形成支援
プログラム（COI-NEXT(本格型))
研究分担者 香坂 玲 教授
研究期間 (年度) 2023-04-01 – 2033-03-31 三重県志摩市での

取り組み



本プロジェクトの成果 −まとめ−

プロジェクト成果
(農林業分野)

戦略的ダウンサイジ
ングに伴って生じる
課題への対処の社会
の合意形成と環境評
価の方法論

社会実装と横展開
(教訓の共有を含む)

将来シナリオ、経済評価を用いた
他分野(インフラ，人口動態)、都市部
を含む他地域における応用

プロジェクト間連携によるネットワー
ク化とプロジェクトの継承

・林野庁・農林水産省との意見交換、アウトプットの提唱、提言
・国連、IPBESなどにおける国際発信

日本のローカルな課題の事例としてのロールモデル

国内外における科学への貢献



地域振興局・森林組合での打ち合わせ、聞取り
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2023年5⽉12日



三重県庁への聞き取り(しいたけ生産の現状と課題)

2023年5⽉12日



住⺠協議会への聞取り

43

2021年11⽉19日



管理作業量について聞取り(茶)
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管理作業量について聞取り (畑・しいたけ)
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松阪市⻑との面談 2022年8月8日

多世代アンケートの結果を説明
農林業の最新事情について意見交換

中田ADも参加



豊田Pの対象サイト訪問 連携P

2023年11⽉2-4日

豊田Pが対象としている木質バイオマスを活用した津和野フォレ
ストエナジー発電所(左)、薪利用活用、地域通貨導入等を実施し
ているブルーベアの薪ストーブ屋さん(右)などで意見交換



成果発信



成果報告会

2023年8⽉22日 午前 波瀬地区
午後 宮前地区

これまでの成果の報告と地域住⺠の皆様からのフィード
バックを含めた議論を行った

波瀬地区 宮前地区



ナカニシヤ出版
発行予定 2024年5月
(予定発行部数：1000部)
読者対象：学生、大学院生、研究者、実務家、知的一般読者
＊講義の教科書としての使用を想定する

成果発信 マニュアルの出版
『人口減少期の農林地管理と合意形成――生産の持続と環境保全をめざして』

序章 時空間の視点をずらしながら専門家、行政、市⺠をつなぐ（香坂玲・東京大学）

Ⅰ部 生産持続と環境保全にむけた合意形成につなげる

1章 市町村の森林・林業行政における合意形成（光田靖・宮崎大学）
2章 獣害対策のための政策と合意形成：自助と共助を育てる公助の支援 (山端直人・兵庫県立大学)
3章 風車の視覚的影響評価：手法の比較から地域における合意形成の示唆（内田正紀・東京大学、宮脇勝・名古屋大学、香
坂玲）
4章 ゲーミング･シミュレーションを用いた持続的な木質バイオマス熱利用のための地域通貨導入プロセスの設計
(吉田昌幸、豊田知世・島根県立大学)
5章 未来の担い手を仮想した議論と合意形成：フューチャー・デザインの試行より（中川善典・上智大学、高取千佳・九州
大学、謝知秋・九州大学、香坂玲）
6章 オープンサイエンスの潮流とシチズンサイエンスの活用にみる新たな共創スタイルの可能性（林和弘・NISTEP）

Ⅱ部 労働力と農林地管理の現状を可視化する

7章 人口動態と農林地維持に要する管理労働力の試算（高取千佳・九州大学、川口暢子・愛知工業大学、源慧大）
8章 光反射解析を用いた土地利用の把握（高取千佳、謝知秋・九州大学）
9章 土地利用状況把握におけるリモートセンシングの活用：耕作放棄地の自動判別手法の構築（祖父江侑紀・東京大学、森
山雅雄・⻑崎大学）

終章 困難な合意形成を実現していくために（香坂玲）



成果発信 ポスター展示・ミニセッション
三重県総合博物館
2024年 （事後評価の後にも開催）
1月10〜28日 ポスター展示開催中
1月20日 ミニセッション開催予定
＜主な目的＞
農地や林地の現状や管理作業量、将来的な利
用可能性について、
・このプロジェクトで得られた成果を地域に
広く発信し、関心や理解を深める
・地域の方々との意見交換の場となり、共に
地域の未来について考える機会とする



本発表は、下記のプロジェクトの成果を活用

科学技術振興機構(JST) 社会技術研究開発センター (RISTEX)
科学技術イノベーション政策のための科学 研究開発プログラム
香坂プロジェクト 「農林業生産と環境保全を両立する政策の推進
に向けた合意形成手法の開発と実践」（JPMJRX20B3）

ご清聴ありがとうございました。



予備スライド



林業の枝分かれシナリオの判断基準の特定

• LIDARデータ、森林簿(施業履歴など)を活用
• 労働力の変化と、林業、施業データから枝分かれシナリオの判断基準を特定
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香坂 玲 （東京大学 教授）

塙靖幸（政策研究大学院大学 准教授）

中川善典（総合地球環境学研究所・上智大学 教授）

神山智美（富山大学 教授）

内山愉太（神⼾大学 助教）

政策科学グループ
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高取千佳 （九州大学 准教授）

山本一清（名古屋大学 教授）

森山 雅雄(⻑崎大学 准教授)

川口暢子（愛知工業大学 講師）

内山愉太（神⼾大学 助教）

祖父江侑紀（東京大学 特任研究員）

謝千秋（九州大学 大学院）

農林業グループ（⼟地・資源班）
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内山愉太（神⼾大学 助教）

坂田宏志（野生鳥獣害対策連携センター 代表）

藤木庄五郎（バイオーム 代表）

北村淳一（三重県総合博物館 学芸員）

農林業グループ（獣害班）



将来人口減少の状況に応じて管
理労働力の低下を制約条件とし、
農地の転用・放棄の枝分かれの将
来シナリオモデルを導入する。



0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

論点1

論点2

論点3

論点4

いずれか

1回目、2回目の回答の変化

変化あり

グループディスカッションを通じて
すべての論点において変化があった

話合いを通じた選択の変化の分析

1回目の選択：スマート技術や、専門知識への一般的な信頼で選択
2回目の選択：ディスカッションから他人の意見を踏まえ

各論点を精査したことで意見に変化が生じた



ディスカッション後の選択の傾向

2回目

論点1　農地

自然 年齢、首尾一貫感覚

スマート

論点2　利用しない農地

自然 中間地と山地、林地所有

再エネ

論点3　林地

現状

スマート

論点4　境界

自立 山地、林地所有、批判的思考態度、世代継承性

専門家・情報技術

2回目には、地域の状況に合わせた選択
林地を所有する家庭に共通の傾向も明らかに



多世代アンケート
2021年12月・2022年5月

アンケートへの参加者について



専門家からのフィードバック 2021年6月

政策班
• 農地管理・住⺠参加
• 自然エネルギーと条例
• 森林環境譲与税、森林経営管理制度
農林業班
• 農林地の管理作業量
• 広葉樹と水量調整
• 有機農業
獣害班
• ICTの地域での活用
• 獣害等の情報整備



多世代アンケート
2021年12月・2022年5月

飯高町の農林業の現状、農地、林
地、そして、農地と林地の
境界域のあり方の選択肢を物語で
伝える冊子を参加者にお渡しし、
内容について読上げた動画も見て
もらった

冊子の内容確認、読上げ動画の視聴



農地の転用について、2017年から2022年にかけて、約11万ヶ所のうち、
1050ヶ所がPVシステムに転用された。農地の種類から見ると、転用数と転用
面積が最も多いのは⻨畑（WF）、1019haのうち20ha（0.93％）がPVシステ
ムに転用された。その一方、茶畑（TF）と水田（PF）はそれぞれ0.47％と
0.54％しか転用されていない状況が判明した。

TotalWFBFTFPF
1151872151324902487563888Num
12237.51019.71177.7393.39646.8Area(ha)

105034024732431Conv Num
77.9320.729.562.1345.52Conv 

Area(ha)
0.91%1.58%0.99%0.65%0.67%Conv 

Num%
0.64%0.93%0.81%0.54%0.47%Conv 

Area%

PVシステムへ転用した農地を可視化した。その結果、転用地はほぼ河
川流域にしか発生していない。地理的位置からみると、都市周辺部と
中⼭間部の両方が高い密度を示した。

農地転用の実態



（１）水路までの距離はPF転用の影響要因である可能性がある。
（２）道路までの距離は、WF以外、転用された農地はほぼ道路の近い
（３）標高は、BF、TF両方に影響があり、特にTFは転用地が標高の高い

中⼭間部に集中している。
（４）傾斜角度が激しいほどソーラーパネルに転用やすい傾向がある。
（５）東南方向きの農地が転用されやすい傾向がある。
（６）転用された場所の地上開度値は平均的に低い。
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課題人工林の管理農地の大規模化・法
人化

主な経営体松阪市・
多気町

地域類型

獣害・災害
(農地と森林の境界部）

組合・企業小規模農地・法人無
し

林業経営体乙栗子・
波瀬

森林型

獣害・災害組合・企業・
一部自伐林家

小規模農地・農地は
一部法人化

農林業経営体宮前里山型（その他農地
系）

農林業経営体丹生里山型（水田系）
獣害・災害

土地改良による生物多
様性低下・災害

無し大規模農地・法人化
が進む

農業経営体朝見水田型

松阪市における地域類型
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水田 水田
水田 水田

河川 河川
⾕の湧水 ⾕の湧水

河川

水田 水田

水田の
規模

河川と
水田の
高低差

河川
からの
取水方法

⾕あいの湧水or
河川から高い位置の
水田へポンプアップ

⾕あいの湧水or上
流から幹線水路を
整備

⾕あいの湧水or上
流から幹線水路を
整備

小区画 中区画 大区画

田面の面積
当たり畦畔⻑ 大 中 小

大（⾕の湧水：小） 中 小

上流域 中流域 下流域

幹線水路

例：水田の管理作業量と河川との標高差の関係



飯高地区乙栗子：櫛田川ポンプアップして取水

68

・開けた谷地で櫛田川からポンプアップ。水の管理費（人件費）が負担に。
・草刈が1.4h/aと下流部の4〜5倍の労働量。
・担い手農家さんに一部作業を委託。高齢化でとても賄いきれない。

←↑櫛田川から
ポンプアップ

→約60年前に耕地
整備した時補助金
と融資を受けるも
完済



飯高地区波瀬：谷間の湧水を利用した水田→耕作放棄

耕作放棄の進行、景観の悪化、
間接的な獣害を引き起こす原因

1年以上放棄されると、耕作地
に戻すのは困難となっている。

69

数年の耕作放棄地

戦後に水田上に植林された人工林



農地面積
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農家へのヒアリング：管理作業量のデータ化

作業密度平均値：5.42（h/a）
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10.02(ｈ/a)

1.24(ｈ/a)
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0

1 2 3 4 5 6 7 8 9

項目別作業密度

水田の管理 耕起整地 水作業 農作物の処理 その他

水田の管理

耕起整地

水作業

農作物の処理

その他

施肥
整地/耕起（秋）
整地/耕起（冬）
種の処理（消毒）
種の処理（浸種）

播種
整地/耕起

水入れ
代搔き
水調節
田植

獣害対策
除草剤の散布

けいの畔草刈り
水調整の見回り/中

干し
追肥

農薬散布
刈取り
乾燥

農具修繕/資材調達
その他

アンケート調査の作業項目整理

農家別の作業項目別の作業密度



時間によるNDVI値とMNDWI値の変化パターンから農地
種類の確認

Mar Apr May

NDVI：

NDVIを独立変数とし、Random 
Forest機械学習モデルを用いて、
松阪市の主な農産物である⻨畑、
茶畑、豆類畑の三種類に分類した。
先ずGoogle Erathと現地調査から
人工確認でラベル付き、そのNDVI
値をモデルの学習とテストのため
のサンプルとして使用した。
MNDWI：

調査地域の2017年2⽉〜6⽉（水
田灌漑期間）のMNDWI時系列変
化画像を算出し、統計観測から閾
値を-0.05に設定する。農林水産
省が提供する農地地域データから
MNDVI値の閾値より大きい地域
（水域として特定）を抽出し、水
田の面積と枚数を計算する。

作物による農地の分類



農地から水路までの距離
（m）

農地から道路までの距離
（m）

農地の傾斜方向

農地に対して管理作業量に影響を与える要因は？
ー地理的特徴分析

農地の傾斜角度（°）

北

東

南

⻄
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標高差と水管理の作業密度

標高差平均値 水処理の作業密度

0
20
40
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100
120

標高差と作業密度

標高差平均値 作業密度

水処理の作業密度標高差のSD作業密度標高差川標高最寄り川距離田標高

3.831.735.652.049281.8589.365283.9⻄村

6.2274.2910.899.166127.51654.426136.68伊達三郎

3.851.7767.362.983310.28324.719313.266伊藤浩

8.730.16920.5517.033119.8149.306136.833九⻤強

6.41.69912.159.3437.5539.023446.85向東

0.93355.023.741221.13152.757224.872⻄⾕有樹

2.11511.3177.537.8226.83390.866264.633増田進一

1.0136.88101.935.53144.033117.129149.566竹口博明

3.6642.354.4816.44169.842.926186.25中村武司

5.523.79515.6114.499169.13348.89183.63嶋橋保

0.9682.3443.853.88427.96629.016431.85福本博行

最寄り川の標高差による影響との相関が高い



���j � PFNj2020−PFNj2015
PFNj2015


 100%

PFRj ：ｊ地域における個人農家増減率
PFNj2020 ：ｊ地域における2021年個人農家数
PFNj2015 ：ｊ地域における2015年個人農家数

個人農家増減率（PFR）：
法人化されていない農家

個人農家データを公開（統計）
する小地域は研究地域において
全体の60.1％。個人農家の数は、
2015年の3840件から2020年の
2720件まで減少し、減少率は
29.1％である。これに比べ、法
人化されていた農家は2015年
に61件、2020年に76件まで増
加し、増加率は24.6％である。

個人農家の増減率 法人化農家の増減率

地域別に見た農家の増減率



Durbin-Watson有意確率 F 変化量自由度 2自由度 1F 変化量R2 乗変化量推定値の標準誤差調整済み R2 乗R2 乗R

1.811<.00120979.610.2430.0245778250.2180.2440.493

モデル全体からの検証は、有意確率は0.01より少ないため、モデルの有意性を説
明できる。また、 VIF値から見ると、すべての説明変数の間に相関性がないであ
る。標準化された変数で計算するR2 乗は標準化前より上がるため、変数の標準
化は有意義なステップと考える。 回帰モデルのR2 乗は0.244、今回の変数で農
地転用率の24％を影響していることが分かった。

また、有意確率（P）からみる各変数の有意性は、今
回のモデルで投入する変数の中：傾斜方向、傾斜角度、
標高、道路までの距離の四つが有意義な説明変数であ
ることが分かった（P＜0.1）。個人農家の増減
（PFR）は農地転用率との相関性を見えなかった。
B値からみる各変数の重要度：標高（DEM）が最も結
果を影響し、その次に傾斜方向である。傾斜角度と道
路までの距離は両方マイナスな影響を示しているが、
これらの結果は農地分類した平均値の比べで見るデー
タと一致している。

PFRRDWDSlopeDEMOpennessDirection変数

0.5170.0840.6130.05600.3160.014P

0.001-0.003-0.001-0.0070.0160.0020.005B

重回帰分析の解析範囲

重回帰分析による有意性の分析



移住者アンケート
（2021年12月 300名：松阪市・名古屋市・福岡市）
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半農半X等の農業への関与において、
どういった要因・立地条件があれば関与しようと思うのか？の条件を抽出



モデルの精度検証
先ずは実際の降雨量を用いて、いくつの観測所における水位変化と比べて検証する。
そして、農地転用前と後の氾濫区域の増加と水深変化を確認。

農地転用による氾濫分析



氾濫シミュレーション結果（宮前）

Afte
r

Befor
e

Befor
e

Afte
r

前後の浸水区域はそれほどの変化が見られないが、水深の変化が確認した。
同じ降雨量で、時間が経つほど、 before & afterの差が少なくなる。

農地転用による氾濫分析



�� � � ������ � �����

�� � 3.11k㎡

減少

�� � 0.77k㎡
�� �2017から2022農地減少の総面積（農林省筆ポリゴンより計算）

�� �その内ソーラーパネルに転用された面積

農地転用の実態

転用



説明変数：個人農家増減率（PFR）、農地の平均傾斜（Slope）、農地の平均傾斜方向
（Direction）、農地の平均地上開度（Openness）、農地の標高（DEM）、水路までの距
離（WD）、道路までの距離（RD）

従属変数：小地域農地転用率（FCR）

FCRj=C
Lj/FLj

FCRj：ｊ地域における農地の転用率
CLj：ｊ地域における転用された農地の数
FLj：2017年ｊ地域における農地の総数

共線性の統計量
有意確率t 値

標準化係数非標準化係数

モデル VIF許容度ベータ標準誤差B

0.00010.0950.0020.017(定数)1
1.4490.6900.0142.4840.1800.0020.005Direction

1.3000.7690.3161.0060.0690.0020.002Openness

3.8440.2600.0004.9010.5780.0030.016DEM

4.4600.2240.056-1.920-0.2440.004-0.007Slope

1.2130.8240.613-0.507-0.0340.002-0.001WD

1.1560.8650.084-1.737-0.1120.002-0.003RD
1.0350.9670.5170.6490.0400.0020.001PFR

a. 従属変数 FCR

（R2＝0.244）

小地域単位で重回帰分析



⻘田千石平三軒屋蓮ダム木屋⾕七日市田引波瀬大石相可豊原
雨量雨量雨量雨量雨量雨量雨量雨量雨量雨量雨量2004/0

9/29
-7576-27716151101:00
-76127-20102415802:00
-1215309-39613221403:00
-13192918-34121171304:00
-816188-25577705:00
-16192116-1411128506:00
-17222118-1313129907:00
-15213015-121067708:00
-26355723-40161110809:00
-37536633-992352171410:00
-44554546-493051674111:00
-36626836-592231231612:00
-65237-50832413113:00
-47144-10224231014:00
-18181820-151480115:00
-1862-51283316:00
-7527-1315417:00
-719139-1552218:00
-15201015-31053319:00
-22331533-102222320:00
-23404031-291915161221:00
-2112-019141122:00
-0000-0000023:00
-3103-0200024:00

田引塩ヶ瀬⻘田三軒屋⻄⼭橋櫛田橋櫛田頭首工両郡2004/0
9/29 水位水位水位水位水位水位水位水位

1.015.400.952.651.660.262.361.3301:00
1.195.610.982.621.870.522.591.7602:00
1.745.821.072.742.360.892.782.1503:00
2.486.371.213.081.931.352.982.5404:00
3.206.681.283.121.731.673.092.7505:00
3.716.791.303.341.772.172.483.2006:00
3.966.761.423.501.902.651.553.7907:00
4.116.971.523.661.843.071.734.0308:00
4.627.571.654.011.853.251.794.1109:00
6.488.272.135.142.223.341.844.1810:00
7.608.102.194.903.283.662.094.6011:00
8.028.352.545.243.044.552.705.9212:00
8.507.942.184.443.245.613.356.9913:00
7.347.761.904.082.966.143.727.5614:00
6.967.681.974.142.376.393.917.8515:00
欠測7.581.773.862.106.353.807.4516:00
欠測7.551.643.711.935.873.396.6917:00
欠測7.551.653.801.785.262.965.9318:00
欠測7.501.683.891.684.692.645.3919:00
欠測7.551.884.261.554.212.414.9720:00
欠測7.732.174.931.813.862.244.7121:00
欠測7.621.894.102.063.692.204.6322:00
欠測7.551.753.921.693.642.184.6523:00
欠測7.521.653.781.553.612.174.6624:00

観測データ
国交省水文水質データベースから、櫛田川流域の観測所を抽出した。観測データ及び観測所の位置情報を特定し、GISに読み込む。
水位観測所は８か所、雨量観測所は11か所である。そのうち、観測日である2004年9⽉において、雨量観測所は2か所データが欠損してい
るため、実際9か所の雨量データを使用する。

農地転用による氾濫分析



モデルの検証
実際の降雨量を用いて、いくつの観測所における水位変化と比べて検証する。

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21
real 1 1 1.1 1.2 1.3 1.3 1.4 1.5 1.7 2.1 2.2 2.5 2.2 1.9 2 1.8 1.6 1.7 1.7 1.9 2.2
simulate1 1.1 1.1 1.1 1 1.2 1.2 1.2 1.3 1.6 2 1.7 2.3 1.5 1.1 1.2 1 1 0.9 1 1.3 1.5
simulate2 1 0.7 1.5 1.4 1.3 1.9 1.8 1.9 1.6 2.1 2.2 3 2.1 1.7 1.8 1.6 1.6 1.5 1.6 1.9 2.1

0
1
2
3
4

水
位

（
ｍ

）

時間（hour）

水位変化

real simulate1

初期水深 最大水深

計算位置

水位観測所の河川範囲内に2個のメッシュの
水位変化を記録し、それぞれ観測データと
比較した。

農地転用による氾濫分析



１．市施設カルテ一覧（分野別）や指定管理関係情報から、
〔➊維持管理経費、❷人件費、❸運営・事業等経費、❹収入〕を入手し、

費用（➊＋❷＋❸−❹）と、2020年地区人口での一人当たり費用を、一覧表にする。

２．シナリオ毎に、当該施設の存廃と、2050年予測人口での一人当たり費用を追加

シナリオ毎の存続と廃止の仮定は、以下の通り。
・商工観光施設、農林漁業施設、公園は、共通して存続と仮定
・ A「現状進行型」では、既存の施設の全てを存続と仮定
・ B「道の駅集中型」では、人口メッシュ位置で存続施設を仮定
・ C「インフラエリア集中型」では、人口メッシュ【26人以上】を存続と仮定

３．シナリオ毎に存続と仮定した施設の合計費用と、地区一人当たり費用を算出

飯高地区一人当
たり (円)

2020年
地区人口

費用
(円)

❹収入
(円)

❸運営・事業
等経費(円)

❷人件費
(円)

➊維持管理
経費(円)

施設名No.

A現状進行型

飯高地区一人当
たり (円)

2050年
地区人口

費用(円)❹収入
(円)

❸運営・事業
等経費(円)

❷人件費
(円)

➊維持管理
経費(円)

存廃

今後の課題
 判断情報の充実

→ 公共施設の「効果」を追加調査
 シナリオ毎の施設の存廃についての客観的な仮定方法
 個々の施設をどのシナリオで存続とするか

→ ・関係者が議論できるステップ
・議論を拡散させない情報

留意事項
反映・算入していないもの
・施設の統廃合による、存続施設の人件費や

運営費の増加
・施設の築年数と構造による、更新や耐震化の費用
・小学校や中学校など、一部施設の人件費

作業手順

3つのシナリオにおける公共施設の維持費用



これからの課題

• 衛星、LIDAR・空撮データ、グランドの3層からデータ収集、聞取
り調査、多世代アンケートを通じて、超⻑期的な⼟地利用・管理
政策を可能にするデータ収集、解明

• 社会科学データ、市⺠科学データ（BIOME社）との突き合わせ、
省力、効率化についてのデータの行政部門間の整合性が課題

• エビデンスに基づくマッピング合意形成システム作成に貢献、シ
ステムは地域課題や、住⺠の意思に対応にも対応

• マニュアル作成：生産・保全という土地利用の目的間、世代間、
都市・農村間、産業間の差異を超えた合意形成に貢献するエビデ
ンス活用を支援



本面談における相談事項

•知見の横・流域などとの展開
• 都市(JA横浜)と連携中
• 流域治水との関連、上流域と下流域の農林地の保全
による広域的影響評価

•将来のゾーニングについて土地所有にどこまで
取り組むか

•マニュアルについて（出版、時期）

•事務的な詰め



境界についての選択

話合いを通じて頻度分布は
変わらないが、約3割の選
択に変化

地区や、個人属性、話合い前後
の変化を分析



話合いを通じた選択の変化の分析

4つの論点についての相関行列

2番目の選択での相関行列
(話合い後)

1回目の選択での相関行列
(話合い前)

論点4論点3論点2論点1 論点4論点3論点2論点1 

--------論点1

---0.04---0.12論点2

--0.05*0.21--0.13**0.36論点3

-0.070.180.07-**0.36*0.22*0.21論点4

*: p<0.05, **: p<0.01.

話合い後
有意な関係が減少

1回目の選択：スマート技術や、専門知識への一般的な信頼で選択
2回目の減少、話合いから反対意見も含め、各論点を精査、意見が定まった



これからの課題

• 衛星、LIDAR・空撮データ、グランドの3層からデータ収集、聞取
り調査、多世代アンケートを通じて、超⻑期的な⼟地利用・管理
政策を可能にするデータ収集、解明

• 社会科学データ、市⺠科学データ（BIOME社）との突き合わせ、
省力、効率化についてのデータの行政部門間の整合性が課題

• エビデンスに基づくマッピング合意形成システム作成に貢献、シ
ステムは地域課題や、住⺠の意思に対応にも対応

• マニュアル作成：生産・保全という土地利用の目的間、世代間、
都市・農村間、産業間の差異を超えた合意形成に貢献するエビデ
ンス活用を支援

ドローンの活用
には課題有



マッピング合意形成システムに向けて
今後のスケジュール
基礎的情報の集積・詳細化／

簡単に入力・可視化できるツール開発

将来の農林業経営体の変化に伴う
管理労力の減少・放棄農林の予測

地形・土壌・水系等からの圃場・森林評価

①法人・新規就農者による管理適地
（水田の大区画化適地or果樹や野菜, 茶畑への転換）

②暫定的・粗放的管理適地（放牧・ビオトープ・緩衝帯等）

③計画的植林適地

―②・③は特に農林の境界部の評価
：生態系サービス+管理コスト+獣害・災害

―管理体制の考案：帰還・移住
―制度面での提案（直接支払い等）
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飯高振興局
宮前地区

川俣地区

森地区



対象：飯高地区（宮前，波瀬，森，川俣）
総回答数：101名（5月14日は39名）



43.0%

40.6%

43.6%

25.0%

35.6%

31.7%

16.0%

15.8%

12.9%

15.0%

7.9%

10.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

個人1回目

グループ

個人2回目

農地についての選択

(1)自然に還す (2)スマート農業の導入
(3)地域合意に基づく再生エネルギー (4)スマート農業と再生エネルギーの組み合わせ
無回答



39.6%

29.7%

34.7%

58.4%

70.3%

64.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

個人1回目

グループ

個人2回目

境界域についての選択

①自律参加型による境界域の管理・獣害の削減 ②専門家や情報技術を用いた境界域の管理・獣害の防御 無回答

43.6%

54.5%

52.5%

55.4%

45.5%

46.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

個人1回目

グループ

個人2回目

林地についての選択

①現状の林業のやり方を継続する ②スマート林業を積極的に導入していく 無回答



33.7%

32.7%

25.7%

0.0%

0.0%

63.4%

67.3%

70.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

農地

林地

境界域

選択の変化

1回目と2回目で回答が変化し、2回目はグループでの回答と同じになっている
1回目と2回目で回答が変化したが、グループでの回答に変化した訳ではない
1回目と2回目で同じ回答をしている

7

3

7

2
3

5

2
1

4

0

2

4

6

8

１→２ １→３ ２→１ ２→４ ３→１ ３→２ ３→４ ４→１ ４→２

選択変化の内訳＠農地

12

21

0
5

10
15
20
25

１→２ ２→１

選択変化の内訳＠林地

1

17

12

0

5

10

15

20

０→２ １→２ ２→１

選択変化の内訳＠境界域



男
68%

女
28%

その他・無回答
4%

性別 17歳以下
1%

20代
5%

30代
8%

40代
11%

50代
19%

60代
26%

70代
26%

80代
4%

年代

会社員/正職員
28%

派遣/非正規職員
5%

パート・アルバ
イト
6%

自営業
22%

主婦
8%

年金受給
17%

学生
1%

その他
12%

無回答
1%

職業

0
2
4
6
8

10
12
14
16
18
20

居住地（複数者のもの）



0 10 20 30 40 50 60 70 80

子、小学前

小学校

中学校

高校

専門・大学

子なし

子ども同居の有無（複数可）

出身, 55 結婚, 19

学校の関係, 2

仕事の関係, 9

子育ての環境, 5

その他, 9

無回答, 2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

居住理由



農地を非所
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「森林環境譲与税」という言葉

「森林環境税」の国税として1人年額1,000円を市町村が徴収すること

「森林環境譲与税」が2019年に自治体への譲渡が始まったこと

「人・農地プラン」という言葉

「人・農地プラン」では農業者が話合いをする

「人・農地プラン」は農地の利用状況について地図にする

「人・農地プラン」は中心経営体への農地の集約化に関わる

言葉の意味を
知っていた

意味は知らないが、言葉は聞いたことがあった 聞いたこともなかった わからない
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複雑な問題について順序立てて考えることが得意だ

考えをまとめることが得意だ

物事を正確に考えることに自信がある

誰もが納得できるような説明をすることができる

何か複雑な問題を考えると，混乱してしまう

将来世代にとってよい世の中が実現するような活動をしている

自分が済んでいる地域をよくするという責任を、私個人として負っている

将来世代が成⻑する手助けをするために、日々の快適さの一部を犠牲にしている

将来世代がしあわせに暮らせる状態を実現する責任を、負っていると考えている

自分が死んだあとにも残ることをやろうと、心に決めている

他の人たちが自らを高めようとすることを、私は手助けしている

とても当てはまる やや当てはまる どちらともいえない あまり当てはまらない まったく当てはまらない
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自分の周りで起こっていることがどうでもいい、とい う気持ちになることがあり…

これまでに、よく知っていると思っていた人の思わ ぬ行動に驚かされたことがあ…

あてにしていた人にがっかりさせられたことがありま すか？

今まで、あなたの人生には、明確な目標や目的が、 ありましたか？

不当な扱いを受けているという気持ちになることが ありますか？

不慣れな状況にいるという感じ、どうすればよいか わからない、と感じることが…

あなたが毎日していることは

気持ちや考えが非常に混乱することがあります か？

本当なら感じたくない様な感情を抱いてしまうこと がありますか？

これまで、「自分はダメな人間だ」と感じたことがあ りますか？

何かが起きたとき、あなたは、そのことを

日々の生活で行っていることにほとんど意味がない と感じることがありますか？

自制心を保つ自信がなくなることがありますか？

該当する 該当しない



１農地が川添（道路側）に集中、⼭奥の農地が放棄・転用されやすい。

２人口が交通拠点集中、農地がバス停・道の駅付近に集中。交通拠点に遠いほ
ど、放棄・転用されやすい

３農地が人口密度の高いところに集中、人口密度が低い小地域の農地が放棄・
転用されやすい。

４農地が自然条件の良いところに集中（日照時間や傾斜のないところ）、自然
条件が厳しいほど、農地が放棄・転用されやすい。

５農地がインフラが完備なところに集中。

シナリオ５シナリオ４シナリオ３シナリオ２シナリオ１
インフラ整備型立地条件型人口集中型交通拠点型道添型農地変化の類型

下水道やバンプ、
農用水路などのイ
ンフラが完備され
たところに集中、
バッファを設定し、
それ以外の農地が

放棄・転用

小流域単位で、日
照時間と傾斜角度
を変数として、閾
値を設定し、農地

が放棄・転用

小地域単位で人口
密度の将来変化を
考察、人口増減に
よって閾値を設定
し、％によって農
地が放棄・転用

農地がバス停・道
の駅付近に集中、
交通拠点への距離
を閾値に設置し、
距離によって農地

が放棄・転用

農地が幹線道路と
川添に集中、その
距離を三段階閾値
に設置し、距離に
よって農地が放

棄・転用

農地集中の条件

将来シナリオの設定


